様式１－１
平成　　年　　月　　日
公益財団法人千葉県産業振興センター

　理事長　渡邉　吉郎　様
（中小企業者等）申請者住所
（本社の郵便番号、所在地）
氏名
（名称及び代表者の職氏名）　　　㊞
（農林漁業者）申請者住所
（郵便番号、所在地）
氏名
（名称及び代表者の職氏名）　　　㊞
平成３０年度ちば農商工連携事業支援基金助成金交付申請書
ちば農商工連携事業支援基金助成金交付要領第８条の規定により、別紙の書類を添えて、下記のとおり平成３０年度ちば農商工連携事業支援基金助成金の交付を申請します。
記
１
助成対象事業の目的及び内容

別紙１の助成事業計画書及び別紙２の助成事業内容説明書のとおり
２
助成対象事業に要する経費及び助成金交付申請額

助成対象事業に要する経費
　　　　　　　　　円

助成金交付申請額
　　　　　　　　　円
（注）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、次の計算式を明記すること。
助成金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝助成金交付申請額
３　別紙以外の添付書類

　・法人の場合：定款の写し、登記簿謄本（全部事項証明書）、貸借対照表・損益計算書の写し（直近２期分）、見積書等の写し
・個人の場合：住民票、決算状況を証明する書類・２期分（税務申告書、農業簿記の写し等）、見積書等の写し
　・共通：中小企業者等と農林漁業者との連携規約、（研究開発助成のみ）大学・試験研究機関等との覚書等



連絡担当者（会社名、職名及び氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Email　（連絡担当者の）
別紙１

助成事業計画書
	助成事業名
	［事業内容を表現する適切な名称を記載すること。］

	助成事業の種類
	［下記のうち、いずれかを囲むこと。］

・新商品・新役務・特産品等開発・販路開拓助成

・研究開発助成

	連携体を構成する中小企業者等
	名称：

代表者名：

電話：

	法人格（有・無）

(有の場合)資本金等の出資金
	千円

	
	
	従業員、組合員又は会員数
	人

	連携体を構成する農林漁業者
	名称：

代表者名：

電話：

	法人格（有・無）

(有の場合)資本金等の出資金
	千円

	
	
	従業員、組合員又は会員数
	人

	助成事業の実施地
	［2か所以上に分かれるときは、全て記載し、主たる実施地を明らかにすること。］

	助成事業の主担当者
	［主担当者の氏名、所属及び職名を記載すること。］

	他からの指導者又は協力者
	［他からの指導者又は協力者の氏名及び所属職名を記載すること。研究開発助成の場合、連携する大学・試験研究機関等をここに記載。］

［有償、無償の別も記載すること。］

	助成事業の目的
	［助成事業の必要性及び目的を簡潔かつ明瞭に記載すること。］

	助成事業の内容
	［助成事業の内容と規模について簡潔かつ明瞭に記載すること。］

［研究開発助成については当該年度の事業概要をここに記載し、３事業年度全体の事業内容は別紙に記載すること。］

	助成事業成果の目論見
	［助成事業の成果としてどれだけの品質向上、性能向上や売上等が見込まれるか、簡潔かつ明瞭に、できるだけ具体的数字によって記載すること。］



	他の補助等の実績及び申請状況
	［以前交付を受けた補助金等があれば、その名称、交付者、金額、交付年月日及び研究開発題目を記載すること。］

［現在申請中あるいはこれから申請する予定の補助金等があれば、その名称、交付者、申請金額、交付決定時期を記載すること。］

	助成事業の日程
	開始予定　　　　　年　　月　　日　～　完了予定　　　　　年　　月　　日

	助成事業費の総額
	総額　　　　　　　　　　円［助成金交付申請額　　　　　　　　　　円］




別紙２


助成事業内容説明書
１　申請者の概要

【中小企業者等】

　（１）事業の内容


［営んでいる主な事業及び主たる生産品目名、年間生産額等を記載すること。］

　（２）現有施設

　　　ア　土地
［２以上にわたる場合はその所在地別に面積を記載すること。］

　　　イ　建物
［本社、工場、その他の区分により、建物の種類別に床面積を記載すること。］

　　　ウ　主要設備
［主要設備別にその名称、数、用途を次の様式にそって記載すること。］

	機械又は装置
	数
	用途
	備考

	
	
	
	


　（３）申請者の略歴　［会社又は、団体の沿革を記載すること。］

【農林漁業者】

　（１）事業の内容


［営んでいる主な事業及び主たる生産品目名、年間生産額等を記載すること。］

　（２）現有施設

　　　ア　土地
［２以上にわたる場合はその所在地別に面積を記載すること。］

　　　イ　建物
［建物の種類別に床面積を記載すること。］

　　　ウ　主要設備
［主要設備別にその名称、数、用途を次の様式にそって記載すること。］

	機械又は装置
	数
	用途
	備考

	
	
	
	


　（３）申請者の略歴　［経営の履歴を記載すること。］

２　助成事業実施組織
　（１）事業担当者の氏名、職名、略歴並びに担当する内容

　（２）経理担当者の氏名、職名

※中小企業者等と農林漁業者とで、それぞれ区別して記載すること。

　（３）他からの指導者又は協力者

	　　　
	　協力者（研究開発助成においては、大学・試験研究機関等）の所属、氏名、職名及び連絡担当者の氏名・電話番号並びに受ける指導又は具体的な協力内容を記載すること。


	


　　　※研究開発助成の場合は、大学・試験研究機関等との覚書等を添付すること。

　（４）連携事業の推進体制及び連携における特色等

	
	　連携体を構成する中小企業者等と農林漁業者がそれぞれどのような役割を担うのか、連携体を構成することで具体的にどのような効果が期待できるのかを具体的に記載すること。


	


　

３　助成事業の説明
　（１）助成事業の必要な理由
	
	　なぜ助成事業を行う必要があるのか、中小企業者側と農林漁業者側についてそれぞれ理由を記載すること。
	


（２）助成事業の目標

	
	　助成事業により目指す成果を記載すること。また、助成事業を含み、長期にわたる事業計画がある場合、最終的な目標とその達成時期を別に記載すること。
	


　（３）現在まで行われている基礎となる研究・開発等（導入技術を含む）
	
	　この助成事業の基礎となる自らの研究・開発（活動状況）等について項目、期間、実施地、所要経費、担当者及びその成果について記載すること。

　導入技術については当該技術の知的所有権の状況についても記載すること。
	


　

（４）助成事業の内容
	
	　この助成事業で行う内容を記載すること。

　どのような方法で事業を実施するか、助成事業の内容がはっきり判るように段階に従って詳細に記載すること。
　また、助成事業に要する経費の必要性を説明すること。どの程度の規模で行うか、試作品をどれだけの数量製作するか、その規模又は数量の根拠を記載すること。

　研究開発助成においては、当該年度の事業内容を記載すること。
	


（５）研究開発事業における連携体の役割（研究開発助成のみ）

	
	　当研究開発事業全体において、連携体が果たす役割を具体的かつ見込み経費を明記

し記載すること。


	


　（６）中小企業者等の工夫等の概要

	
	　工夫内容、事業者にとっての新規性について記載すること。
	


　（７）農林漁業者の工夫等の概要
	
	　工夫内容、事業者にとっての新規性について記載すること。
	


　（８）助成事業の日程（研究開発助成については、年度ごとに記載すること）
	実施項目
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（９）助成事業成果の目論見
	
	　助成事業の完了後、成果としてどれだけの品質向上、性能向上、売上、コストダウン等が見込まれるか、できるだけ具体的数字によって記載すること。
	


４　助成事業予算明細票

　　イ　資金調達内訳
	区分
	金額（円）
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	助成金（注１）
	
	

	その他
	
	

	助成事業費の総額（注２）
	
	


※中小企業者等と農林漁業者とで、それぞれ区別して記載すること。

　ロ　資金支出内訳（別添エクセル表で作成してください。）
	区分

（注３）
	種別
	仕様
	単位
	数量
	単価（円）
	助成事業に要する経費（円）（注４）
	助成対象経費

（円）

（注５）
	助成金交付申請額

（円）

（注６）
	備考

（注１１）

	原材料・消耗品費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	機械装置・工具器具費（注７）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	外注加工費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	専門家謝金・旅費（注８）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務費（注９）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	賃金
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他（注１０）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	（注２）
	
	（注１）
	


※中小企業者等と農林漁業者とで、それぞれ別にして作成してください。

※研究開発事業で複数年事業の場合、年度ごとに別にして作成してください。

（注１）「イ 資金調達内訳」の「助成金」は、「ロ 資金支出内訳」の「助成金交付申請額」の合計と一致する。（千円未満切り捨て）また、「助成金」は各助成事業の上限額以内で、かつ「助成対象経費」に助成率３分の２（展開サポート事業の場合は１０分の１０）を乗じた金額以内とすること。
（注２）「イ 資金調達内訳」の「助成事業費の総額」は「ロ 資金支出内訳」の「助成事業に要する経費」の合計額と一致すること。
（注３）助成事業の種類により定められた助成対象経費区分のみ記入すること。

　　　　各区分内において種別・仕様ごとに詳細に記入すること。

（注４）「助成事業に要する経費」とは、助成事業を行うために必要な経費で、具体的には「数量」に「単価」を乗じた金額で、消費税を含む金額。

（注５）「助成対象経費」とは、「助成事業に要する経費」のうち、助成対象となる経費のことで、消費税を控除した金額。

（注６）「助成金交付申請額」とは、「助成対象経費」に助成率３分の２（展開サポート事業の場合は

１０分の１０）を乗じた金額。

※経費区分（原材料費・消耗品費、機械装置・工具器具費など）ごとに千円未満は切り捨ててください。

（注７）機械装置・工具器具費については、購入、製造、改良、据付、借用、保守又は修繕の別を備考欄に記入すること。

　また、機械装置及び工具器具等を自家製造する場合は、木型、鋳物、鋼材等を「原材料・消耗品費」に計上すること。
（注８）種別には専門家の氏名と謝金・旅費の区分を記入すること。また、仕様には主な旅行手段（電車・飛行機等）と出発地、目的地を記入すること。備考欄に専門家の役職等を記入すること。

（注９）事務費については別途、費目ごとの明細書を添付すること。

（注１０）「その他の経費」については、特に理事長が必要と認める経費のみが助成対象となる。
（注１１）購入物件については、その購入先を備考欄に記載すること。

別紙３

研究開発助成にかかる全体事業計画

	
	事業内容
	収支予算（円）

	第１事業年度
	【中小企業者等】
	

	
	【農林漁業者】
	

	
	【大学・試験研究機関等】


	

	第２事業年度
	【中小企業者等】
	

	
	【農林漁業者】
	

	
	【大学・試験研究機関等】


	

	第３事業年度
	【中小企業者等】
	

	
	【農林漁業者】
	

	
	【大学・試験研究機関等】


	


別紙４

「ちば農商工連携事業」支援基金事業連携体規約

（名　称）

第１条  本連携体は、○○○事業連携と称する。

（目　的）

第２条  本連携体は、○○○事業を行うことを目的とする。
（構成員及び事務所の所在地）

第３条  本連携体の構成員は、別表１に掲げるとおりとする。

（連携体代表者及び事務所の所在地）

第４条  本連携体に、代表者を置く。

２  代表者を補佐するものとして、副代表者を置く。

３  代表者及び副代表者は、構成員から選任する。

４  本連携体の代表者の任期は、平成○年○月○日までとする。

５  本連携体の事務所は○○市××△丁目□番地に置く。

（意志決定方法）

第５条  本連携体の意志決定は、本連携体構成員にて協議するものとする。

（資金使途）

第6条 本連携体の資金の使途は、第２条で定める事業に要する費用（ただし、構成員間で生じる費用を除く。）とする。

（構成員の役割、費用及び責任分担）

第７条  各構成員の役割及び責任分担は別表２に掲げるとおりとし、第２条で定める事業に必要な設備、機械装置等を提供し、職員を従事させるものとする。

（構成員の加入・脱退）

第８条  第２条で定める事業を共同で行おうとする者は、本連携体の承認を得て、連携体に加入することができる。

２  構成員は、あらかじめ連携体に通知したうえで、本連携体の承諾を得て、脱退することができる。

（事業成果の帰属）

第９条  各構成員が別表２に掲げるとおり行った事業の成果は、各構成員に帰属するものとする。

成果配分については構成員間の協議によるものとする。
（連携体の存続期間）

第１０条  本連携体の存続期間は平成○年○月○日までとする。ただし、期間終了後も構成員の申出により引き続き存続することができる。

  附　　則

  この規約は、平成　　年　　月　　日から適用する。

    平成３０年　月　　日
＜○○事業連携　代表者＞
　　　　　　　　　　　　　　　住所：

　　　　　　　　　　　　　　　企業名：

　　　　　　　　　　　　　　　代表者名：　　　　　　　　　　　　印

＜○○事業連携　連携参加者＞

　　　　　　　　　　　　　　　住所：

　　　　　　　　　　　　　　　企業名：

　　　　　　　　　　　　　　　代表者名：　　　　　　　　　　　　印

＜○○事業連携　連携参加者＞

　　　　　　　　　　　　　　　住所：

　　　　　　　　　　　　　　　企業名：

　　　　　　　　　　　　　　　代表者名：　　　　　　　　　　　　印

別表１
○○○連携体の構成員
	所在地
	名　　　　称
	代表者氏名
	備　　　　考

	
	
	
	＜電話番号＞

＜ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ＞

	
	
	
	＜電話番号＞

＜ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ＞

	
	
	
	＜電話番号＞

＜ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ＞

	
	
	
	＜電話番号＞

＜ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ＞

	
	
	
	＜電話番号＞

＜ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ＞

	
	
	
	＜電話番号＞

＜ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ＞

	
	
	
	＜電話番号＞

＜ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ＞


別表２
○○○連携体の各構成員役割及び責任分担
	構成員の名称
	連携体での役割及び責任
	備　　　　考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


別紙５－１（新商品・新役務・特産品等開発助成）

（研究開発助成）

助成事業内容説明書（２）

１　市場性

　（１）事業の対象市場
	
	ターゲットとして考えている顧客層、想定販売ルート、卸・直販の別、

想定する最終市場等


	


（２）市場ニーズについて
	
	自社製品が対象とする顧客ニーズ、自社製品の市場優位性、顧客ニーズの把握方法

自社製品の潜在需要の開拓可能性


	


２　地域性（地域への影響）
	
	雇用者数への影響、地域への波及効果、地域内での連携等


	


３　将来性（将来のビジョン）
	
	今後の事業計画、市場拡大分野、販売促進策等


	


４　新商品開発等のための実施体制
	
	社内の実施体制、連携先・協力会社、資金調達先等


	


別紙５－２（販路開拓助成）
助成事業内容説明書（２）

１　出展する展示会等・実施する市場調査の情報（いずれかを記入）

	展示会等の名称
	

	会場（会場の所在地）
	

	開　催　日
	

	展示会の概要、コンセプト等
	


· 展示会のパンフレット等を添付すること。

	市場調査等の名称
	

	調査内容
	

	具体的な調査方法等

（調査対象・対象数等を含めて記入）
	


２　市場性

　（１）市場ニーズについて
	
	自社製品が対象とする顧客ニーズ、自社製品の市場優位性、顧客ニーズの把握方法

自社製品の潜在需要の開拓可能性


	


　（２）今後の販路拡大について

	
	ターゲット市場、販売促進手法、販売体制等


	


３　展示会等を実施するための体制
	
	会場設置者、自社内の組織体制、出店計画・広告企画の作成者、その他協力会社等


	


	別紙　６
	株主等一覧表


（平成３０年４月１日現在）

会社名　　　　　　　　　　　　　　
（株主）   
	株主氏名
	住所
	持株数
	比率
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


【注意】
株主が法人の場合は、備考欄にその法人の資本金及び従業員数を記載すること。
（役員）   
	役職名
	氏名
	住所
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


【注意】
他社の役員を兼務している場合は、備考欄にその会社名及び役職名を記載すること。
注：	用紙はA4とし、1枚にまとめること。また、左は15mm以上空けること。





注：	用紙はA4とし、枚数に制限はありません。なお、左は15mm以上空けること。





研究開発助成のみ作成
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